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三菱重工環境・化学エンジニアリング㈱

2021年度

流 動 資 産 合 計
24,922,167,346

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物

資 産 合 計 61,566,589,250 負 債 ・ 純 資 産 合 計 61,566,589,250

投資その他の資産合計 4,966,606,281

長 期 未 収 入 債 権 等 52,039,667

固 定 資 産 合 計 5,531,443,327 純 資 産 合 計

26,969,896,513

34,596,692,737

貸 倒 引 当 金 △ 52,039,667

長 期 前 払 費 用 118,345,408

繰 延 税 金 資 産 2,641,925,204

保 証 金 544,518,840

長 期 貸 付 金 105,814,851

関 係 会 社 株 式 1,551,001,978

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券 5,000,000

404,689,384 利 益 準 備 金 100,000,000

電 話 等 施 設 利 用 権 1,345,138 資 本 剰 余 金 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 73,484,000

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア 321,570,286

160,147,662有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権 8,289,960

2,047,729,167

53,149,408

構 築 物 171,228

リ ー ス 資 産 196,800

建 設 仮 勘 定 4,250,000

機 械 装 置 21,437,023

工 具 器 具 備 品 80,943,203

仮 払 金 79,042,175 保 証 工 事 引 当 金 3,292,870,504

56,035,145,923 受注工事損失引当金 845,580,904

未 収 消 費 税 等 701,195,308 前 受 金 3,446,952,219

短 期 貸 付 金 1,825,921,050 預 り 金 33,943,970

未 払 事 業 所 税 17,836,400

部 品 243,220,483 未 払 金 3,736,447,115

仕 掛 品 121,173,981 未 払 費 用 216,552,045

現 金 及 び 預 金 121,041,624 買 掛 金 10,770,644,145

売 掛 金 33,331,089,603 電 子 記 録 債 務 1,615,025,164

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】
流 動 資 産 流 動 負 債

貸 借 対 照 表

2022年3月31日現在

（単位：円）

資           産           の           部 負   債   及   び   純 資 産   の   部

科 目 金 額 科 目 金 額

契 約 資 産 18,051,219,756 リ ー ス 債 務 216,480

流 動 負 債 合 計

28,068,550,625

17,968,550,625

固 定 負 債
退 職 給 付 引 当 金 2,015,919,167

長 期 未 払 金 31,810,000

固 定 負 債 合 計

そ の他利益剰余金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

10,000,000,000

利 益 剰 余 金 合 計

前 渡 金 1,086,699,538 未 払 法 人 税 等 946,098,400

立 替 未 収 入 金 474,542,405

株 主 資 本 合 計 34,596,692,737

負 債 合 計

【 純 資 産 の 部 】

株 主 資 本
資 本 金 1,000,000,000

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 5,428,142,112

そ の他資本剰余金

5,528,142,112

利 益 剰 余 金

100,000,000



2021年度

売 上 高 69,851,641,646

損 益 計 算 書

2021 年 4 月 1 日 か ら

2022 年 3 月 31 日 ま で

三菱重工環境・化学エンジニアリング㈱
（単位：円）

受取利息及び配当金 608,401,375

売 上 原 価 54,268,878,826

売 上 総 利 益 15,582,762,820

販売費及び一般管理費 6,128,973,051

営 業 利 益 9,453,789,769

営 業 外 収 益

為 替 差 益 1,201,040,322

雑 収 益 5,721,358

営 業 外 収 益 合 計 1,815,163,055

営 業 外 費 用

支 払 利 息 455,602

雑 損 失 544,697

営 業 外 費 用 合 計 1,000,299

経 常 利 益 11,267,952,525

当 期 純 利 益 8,268,654,612

税 引 前 当 期 純 利 益 11,267,952,525

法人税，住民税及び事業税 4,532,913,470

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,533,615,557



三菱重工環境・化学エンジニアリング㈱

2021年度 （単位：円）

当 期 末 残 高 28,068,550,625 34,596,692,737 0 0 34,596,692,737

当 期 変 動 額 合 計 2,378,654,612 2,378,654,612 △ 2,197,300 △ 2,197,300 2,376,457,312

- 8,268,654,612

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

- - △ 2,197,300 △ 2,197,300 △ 2,197,300

当 期 首 残 高 25,689,896,013 32,218,038,125 2,197,300 2,197,300 32,220,235,425

△ 5,890,000,000
当
期
変
動
額

剰 余 金 の 配 当 △ 5,890,000,000 △ 5,890,000,000 - 

当 期 純 利 益 8,268,654,612 8,268,654,612

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産

利益剰余金合計 株主資本合計
その他有価証券 評価・換算差額等

合 計
評価差額金 合計

- 2,378,654,612 2,378,654,612

当 期 末 残 高 1,000,000,000 5,428,142,112 100,000,000 5,528,142,112 100,000,000 10,000,000,000

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - 

17,968,550,625 27,968,550,625

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

- - 

当 期 純 利 益 - 8,268,654,612 8,268,654,612

10,000,000,000 15,589,896,013 25,589,896,013

当
期
変
動
額

剰 余 金 の 配 当 - 

当 期 首 残 高 1,000,000,000 5,428,142,112 100,000,000 5,528,142,112 100,000,000

△ 5,890,000,000 △ 5,890,000,000

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

資本剰余金 合 計 別途積立金 繰越利益剰余金 その他利益剰余金合計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

2021年4月1日から

2022年3月31日まで

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他 資本剰余金



【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式(子会社株式及び関連会社株式)･･･移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの・・・・・時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

市場価格のない株式等・・・・・移動平均法による原価法

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準・・・・・原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

評価方法・・・・・移動平均法

評価基準・・・・・原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

評価方法・・・・・個別法

3. 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)・・・・・定額法

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)・・・・・定額法

    自社利用ソフトウエアに関しては、社内における利用可能期間

    (5年)に基づく定額法

(3) リース資産・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 保証工事引当金

工事引渡後の保証工事費の支出に備えるため、過去の実績等を基礎に将来の保証工事費を見積り、

計上しております。

(3) 受注工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、未引渡工事のうち当事業年度末で損失が見込まれ、かつ、その金額を合理的に

見積ることができる工事について、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失を引当計上しております。

なお、受注工事損失引当金の計上対象案件のうち、当事業年度末の仕掛品残高が、当事業年度末の未引渡工事の

契約残高を既に上回っている工事については、その上回った金額は仕掛品の評価損として計上しており、受注工

事損失引当金には含めておりません。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務費用及び数理計算上の差異については、発生時にそれぞれ一括費用処理することとしております。

5. 収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第30号 2021年3月26日）を適用しており、顧客への財やサービスの移転との交換により、その

権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。

個別注記表

部 品 ：

仕 掛 品 ：



6. 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。「所得税法等の一部を改正

する法律」(令和2年法律第8号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて

単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の

適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号2020年3月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2018年2月16日）第44 項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の

額について、改正前の税法の規定に基づいております。

なお、翌事業年度期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計

処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告

第42号 2021年8月12日）を適用する予定であります。

【貸借対照表に関する注記】

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

関係会社株式 441,000,000円（根質権の設定）

益田エコクリエイション株式会社の金融機関借入金 円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 円

3. 関係会社に対する金銭債権・金銭債務

【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産の発生の主な原因は、保証工事引当金・退職給付引当金・受注損失引当金の否認額等であり、

工事原価の否認による繰延税金負債と相殺表示しております。

【関連当事者との取引に関する注記】

1. 親会社及び法人主要株主等

間接 100%

2. 子会社及び関連会社等

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

3. 兄弟会社等

親会社

の

子会社

短 期 金 銭 債 務 ： 4,305,190,211 円

担保に供している資産：

担 保 に 係 る 債 務 ： 106,427,881

771,517,586

短 期 金 銭 債 権 ： 435,897,697 円

長 期 金 銭 債 権 ： 105,814,851 円

（単位：円）

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期 末 残 高

未 払 金 3,540,668,784

（単位：円）

種類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目

親会社
三菱重工業
株式会社

被所有 グループ経営支援・
役務の受入及び提
供・製品の購入及び
販売等

連結納税に伴う支払
予定額

3,540,668,784

期末残高

MHIフィナ
ンシャル株
式会社

なし 資金の貸付等

資金の貸付・回収
(注1)

9,635,543,317 短期貸付金 1,825,921,050

利息の受取(注1) 8,233,408 ― ―



親会社

の

子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）MHIフィナンシャル株式会社が運営するCMS（キャッシュ・マネジメント・システム）における取引であります。

（注2）

【一株当たり情報に関する注記】

1. 一株当たり純資産 345,966円 92銭

2. 一株当たり当期純利益  82,686円 54銭

【重要な後発事象に関する注記】

該当はございません。

価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

Mitsubishi
Heavy
Industries
Asia
Pacific

なし
工事の実施・役務
の提供

工事の実施・役務
の提供(注2)

3,041,563,501 売掛金 12,813,132,362




